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（第10回　京都市）

　平成 8年の改正水道法による指定給水装置工事事業者制度は、「水の安全性確保上の技術
力の低下、主任技術者在職の有無など実態が把握できないなどの問題が発生している」とし、
「当初の目的である需要者の観点でより良い研修会を開催するために、単独開催が困難な小
規模事業体を考慮した県単位等広域開催の明確化及び参加の義務化をすべきである」との国
に対する要望が、ここ数年、㈳日本水道協会の全国総会で、同じ内容で水道事業体から出さ
れています。
　このことからも、各水道事業体では、指定給水装置工事事業者の対応に苦慮されている現
状が伺い知れるところです
　今回は、お客様に対するサービス向上の観点から指定給水装置工事事業者への対応と上下
水道局の連携機関としての㈳京都市公認水道協会の事業ＰＲについて、漏水修繕にかかわる
体制を中心として、京都市がどのような取組をしているのかをお聞きすべく訪問することと
しました。
　さて、本題に入る前に、毎度のことながら、少し京都市をご紹介しておきましょう。
　京都は、申すまでもなく、都が東京へ移るまで、長く日本の政治・文化の中心でした。
　今次大戦で、米軍は奈良・京都・鎌倉の三都市を爆撃の対象から外しました。
　彼らとしても、今日の世界遺産登録を考えるなら、当然のことだったのでしょう。
　鎌倉は、まだ未登録ですが、京都は平安建都1200年を迎えた平成 6年（1994）に世界遺産
として17社寺が登録されました。
　国際観光都市の京都ですが、今
日では、「環境先進都市」として
国際的にも知名度が高くなってい
ます。
　また、人口の 1割が大学生とい
う「大学のまち、学生さんのま
ち」で、京都市は、大学、研究機関、
ものづくり企業や環境関連企業の
立地により、海外から多くの研究
者や留学生が訪れるとともに、伝
統産業と先端産業の融合、コンテ
ンツ分野における先進的な取組な
どがなされています。

東福寺　協会・組合の会報「京都～水の音～」より
＊会報写真コンクール優秀作品（津田彰眞さんの作品）　
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○京都市の上下水道
　京都市の水道事業は、琵琶湖に原水を求

め、明治45年４月、第２疏水及び我が国

最初の急速砂ろ過式浄水場である蹴上浄水

場の竣工により始まりました。

　その後、京都市の発展により順次施設を

拡張し、現在では、市内４浄水場併せて

951千㎥/日の浄水処理能力を有していま

す。給水人口は、1,449,030人です。

　しかしながら、京都市においても、水道

事業を取り巻く状況は、景気の低迷、水需

要の低迷等非常に厳しいものになっていま

す。

　そこで、局では平成19年12月、新たな

経営戦略の一環として、今後10年間に取

り組むべき課題や目標をまとめた「京（み

やこ）の水ビジョン」を策定しました。併

せてビジョンの前期５箇年の実施計画とし

て「中期経営プラン」を策定しました。

　本プランでは、「上下水道事業の施設規

模の適正化や民間活力の導入、効率的な組

織の見直し、事務の見直しを行うことで、

上下水道事業の職員定数の削減、再投資経

費や維持管理経費の削減を目指もの」とし

ています。

　一方、京都市の下水道事業は、明治27

年の京都府会における下水改良の基礎調査

の建議に端を発しました。

　しかし、当時の財政上の理由から実施に

至らず、昭和５年にようやく失業応急事業

として着手されたのが始まりです。現在の

下水道普及率は、99.2％です。

　なお、平成16年４月に、水道局と下水

道局は、統合して上下水道局となりました。

○京都市の漏水修繕にかかる体制
●修繕受付の体制
　京都市では、水道及び下水道に関するあ

らゆる相談の窓口として、市内に９営業所

と本庁舎１階にお客さま窓口サービスコー

ナーを設置し、この中で漏水修繕について

も受け付けています。

　平日の昼間時間帯は、９つの営業所及び

お客さま窓口サービスコーナーで受け付け

ており、お客さま窓口サービスコーナーで

は、土日・祝日についても営業しています。

　休日・夜間は、営業所へ連絡があると、

営業時間のアナウンスに続いて電話応対す

日本で最初の急速ろ過式・蹴上浄水場 上下水道局「琵琶湖疏水記念館」
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る体制も取っています。

①道路面漏水については、お客様からの情

報が水道管路管理センター南部配水管理

課もしくは北部配水管理課に送られ、職

員が現場に出動調査します。施工は、Φ

300以下であれば、京都市が出損してい

る㈶京都市上下水道サービス協会が行い

ます。なお、大規模な修繕工事は土木業

者が行います。

②官民境界 1 m内で、かつ水道メーター上

流側の宅地内漏水については、局と単価

契約をした 9 業者（ 1 営業所 1 者）が施

工します。

③水道メーター下流側の宅地内漏水修繕に

ついては、修繕登録を希望した40者を

５ブロックに分け、お客さまに紹介して

います。　　　　

　平日夜間や土日祝日の修繕は、40者の

うち１者が交代で体制を組んでいます。

　なお、40者の中には京都市公認水道協

会に加盟していない業者が数者登録されて

います。

●㈳京都市公認水道協会・京都府管工事工
業協同組合の沿革

［社団法人京都市公認水道協会］
大正７年２月　「京都市指定水道工事請負

業者組合」設立

昭和５年７月　京都市に公認される

昭和14年２月　「京都公認水道組合」と改

称

昭和23年３月　「社団法人京都市公認水道

協会」に改組

所在地　　　　京都市左京区岡崎円勝寺町

１−11

会　員　　　　156社

会　長　　　　加藤栄次郎

［京都府管工事工業協同組合］ 京都市指定

水道工事請負業者組合、管工事部を発展的

に独立

昭和13年10月　「京都水道衛生工事業組

合」設立

昭和17年７月　「京都府管工事工業組合」

に改称

昭和22年５月　「京都府管工事工業協同組

合」に組織変更

昭和24年10月　中小企業等協同組合法に基

づいて再び改組

昭和31年４月　京都府配管技術者養成所を

開設（現京都府建築設備高

等技術専門校）

所在地　　　　京都市左京区岡崎円勝寺町

２−４　　　

組合員　　　　156社

理事長　　　　加藤栄次郎

●㈳京都市公認水道協会・京都府管工事工
業協同組合の主な事業内容

⑴共同購入、斡旋、販売等に関する事業

・ 資材、作業服、ガソリン、図書、骨材・

合材・残土受入搬入

・ 漏水探知機、金属探知機、ファイバース

コープ、融着機貸出、建機・仮設資機材

レンタル斡旋、カッティングシール製作

⑵工事共同受注・斡旋に関する事業

・ 修繕工事等業者紹介

⑶各種損害保険等代理店業務に関する事項
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・ 工事保険、履行ボンド、自動車保険、火

災保険等

・ 法定外労働災害保険、グループ保険（損

害保険）

⑷事業資金の貸付及び債務保証に関する事

業

・ 融資（最高600万円）　

・ 上下水道局交付金立替

⑸事務代行に関する事項

・ CADによる給排水申請書類製作、代行申

請　　

・ 国、京都府、京都市、京都市上下水道局

等への提出書類の事務代行

・ CORINS（工事実績情報サービス）の登録

代行業務　建設業事務代行業務

⑹技術者の養成及び人材育成に関する事項

・ 京都府建築設備高等技術専門校の運営

・ 青年会組織の充実　

・ 各種資格試験及び講習会等の案内・実施

⑺福利厚生等に関する事項

・ 集団健康診断の実施 、永年勤続表彰、

ボーリング大会、賀詞交換会

・ 同好会（ゴルフ、写真、マリンスポーツ、

音楽）

・ 特定退職金共済制度の運営　

・ 京都府建設業国民健康保険組合の支部

運営

・ 労働保険事務組合の運営　

・ 京滋管工事業厚生年金基金

⑻教育情報に関する事項

・ 通達文等送付、送信

・ 機関紙「水の音」の発行

・ ホームページ開設（インターネットによ

る）情報発信及び提供

⑼その他　　

連合会＝京都府との災害協定締結

水道協会＝京都市との災害協定締結

○管工事協同組合の皆さんへ
　冒頭書きましたように、今日、各水道事

業体では、給水装置事業者の実態が十分把

握できていない状況もあります。

　法改正までは、各水道事業体では、指定

工事店制度を定め、その指定結果責任を負

うべく、毎年各指定工事店を訪問し、或い

は水道局へ参集させて指導監督をしてきま

した。

　しかしながら、規制緩和の名の下に、こ

のたがが崩れてしまいました。

　今日の制度では、登録だけで商売ができ

るのです。形式行為ですから、書式が整っ

ていれば良いのです。言い過ぎかもしれま

せんが、それが実態です。

　水道の悪徳工事や悪徳料金が問題になっ

ています。

　このような時こそ、管工事組合は、自浄

作用を発揮して、地域から不当不適正な業

者を排除すべきです。

　市民の信頼を得て、且つ業界の繁栄を勝

水道会館



〈全管連ジャーナル〉2011. 1

—　—40

〈全管連ジャーナル〉2011. 1

ち得るには、組織を発展させ、自ら自己研

鑚して、確かな技術で「市民に安全な水を

供給する」ことにあると思います。

　京都市では、従来から新規指定の際に

は、説明会を開催しているところであり、

説明会では、「所在地や主任技術者に変更

があった場合は速やかに届け出ること、お

客様に対する説明責任の重要性、京都市給

水装置工事の基準等について」の説明を

行っています。しかし、今日の状況・問題

点は看過しえないとして、今後は市が指定

した業者に対して研修等を実施し、給水装

置事業者の実態を把握することとしていま

す。

　然しして、皆さんにおかれては、時間が

ないからと言って、水道事業体が行う研修

などに参加しないのは、自ら業界・組織の

発展を阻害していると考えます。

　自分たちの業界・組織を護るには、それ

相応の努力が必要だと思います。㈳京都市

公認水道協会では、水道週間時に、京都新

聞へ協会員の工事店名、電話番号を掲載し

て大きく自分たちの組織をPRしています。

　京都市を訪問し、協会・組合の努力を眼

のあたりにして、改正水道法により離れて

しまった指定給水装置事業者の協会・組合

への復帰を願わずにいられませんでした。

京都新聞掲載のPR


